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1.　航空輸送の脱炭素化とその対応

第 41 回国際民間航空機関 ( ICAO ) 総会において，国
際航空の長期目標 LTAG ( Long term global aspirational 

goal ) が採択され，2050 年の航空輸送における脱炭素化
は世界的な公約となった．その主たる手段としては，SAF

（ Sustainable Aviation Fuel，持続可能な航空燃料）の適用
が想定されており，また一部では水素燃料の適用も想定さ
れている．いずれにしても，航空輸送の脱炭素化を担う中
核は，炭素を排出しない代替燃料への転換であると考えら
れている．
代替燃料またはバッテリのような，代替エネルギー貯蔵
手段の適用以外に，直接的に飛行中の二酸化炭素 ( CO2 ) 

排出量をゼロ近くまで削減する手段がないため，これは論
理的な帰結ではあるが，一方で，残念ながら代替燃料は万
能の解決策ではない．ICAO 総会に提示された LTAG 報
告書では，代替燃料による CO2 削減効果は，製造・輸送
工程などを含むライフサイクルでみると，バイオマスや廃
棄物由来の SAF で，75％程度の削減にとどまる ( 1 )．水
素燃料は，ライフサイクルでみても 94％程度の削減が可
能との見通し ( 1 ) である．しかし，水素燃料の体積エネル

ギー密度が低いため，水素燃料を適用した場合，燃料タン
クが大きくなり，今と同じ航続距離を確保することは困難
であると考えられている．このため，水素航空機は，比較
的短距離の域内航空機に限って導入することが想定されて
いる ( 2 )．
これらのことから，代替燃料の適用に加えて，航空機の
燃費改善が引き続き重要であり，機体サイズによらず，さ
まざまな航空機に適用可能な効率改善につながる技術開発
が望まれている．LTAG 報告書においても，シナリオに
よって異なるが，技術による燃費改善が 2020 年比で
20％程度期待されている．ハイブリッド電動推進を含む
航空機システムの電動化は，これに合致する技術であり，
IHI では 10 年以上この研究開発に取り組んできた．
研究開発に当たっては，適切な開発ターゲットを設定す
ることが重要である．IHI では，市場予測から想定される
次の世代の航空機の投入時期，および航空機のセクターご
との CO2 排出量割合から，一般に単通路機と呼ばれる客
室内の通路が 1 本の中小型旅客機を適用ターゲットとし
て技術開発を進めてきた．単通路機の担うセクターは，航
空旅客輸送における CO2 排出量の約 50％を占めてお
り ( 3 )，ここに適用可能な技術開発を行うことが，2050 年
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の航空輸送の脱炭素化へ向けて重要である．

2.　IHI が考える航空機電動化の概要

2. 1　電動化の適用手法

電動化の適用手法は多数考えられるが，単通路機が担う
2,000 km 以上の航続距離，150 人以上の乗客を考慮した
場合，現在の電動化技術で適用可能なのは，機体システム
の電動化と，ハイブリッド電動推進の組み合わせである．
一般的な旅客機が飛行する高度 10,000 m 以上の上空にお
いては，減圧環境であるため放電現象が発生しやすくなる
ことから，航空機で適用可能な電圧は現在 ± 270 VDC ま
でに抑えられている．将来的には自動車での採用例が増え
てきている 800 VDC 系 ( ± 400 VDC )，または現状の
2 倍となる 1,080 VDC 系 ( ± 540 VDC ) の適用が議論され
ているが，次の世代となる 2030 年代の航空機において，
1,080 VDC 系以上の電圧の適用は難しい．電圧の制約が
出力サイズの制約となり，次の世代に向けて各社・各機関
で開発が進められている電動機の容量はおおむね 1 MW

を上限としている．
単通路機の推進器の出力は，二つのエンジンを搭載した
航空機の想定で，1 エンジン当たり離陸時に 20 MW 程
度，巡航時に 5 MW 程度であり，1 MW 級の電動機を組
み合わせても，その動力の大半を電気で賄うことは難し
く，電動化率は低くなる．電動化率が高いハイブリッド電
動推進の場合，バッテリまたは燃料電池などからの電力が
推進動力の多くを担い，直接的な電気エネルギー投入に
よって燃料消費量削減を狙うことができる．一方，電動化
率が低いハイブリッド電動推進の場合，熱機関であるエン
ジンの効率改善や，高出力時の負荷低減による燃焼器，
タービンなど高温部品の寿命延長・整備コスト削減などの
効果を狙うことになる．
単通路機に使われるターボファンエンジンは，アイドル
運転時の熱効率が低いが，地上を自力で移動（タキシン
グ）時や降下時にはアイドル運転が比較的長い時間行わ
れる．エンジンのファン駆動軸である低圧軸に電動機が接
続されている場合，地上ではエンジンを停止して，電池な
どの高効率な補助電源によってファンを駆動する電動ファ
ンタキシングにより，燃料消費量を削減することができ
る．飛行中は，降下時などのアイドル運転時であってもエ
ンジンを停止することができないが，補助電源からの電気
エネルギーによるエンジンへのアシストと，電力を介した
エンジン内部でのエネルギー配分の最適化（両者を合わ

せて，以下，アイドルアシスト）によって，やはり燃料
消費量を削減することができる．エンジンが最大出力を発
揮する離陸運転時には，補助電源からの電気エネルギーに
よるエンジンへのアシストである離陸アシストによって，
排気温度低減を図り，エンジンの寿命延長・整備コスト削
減を行うことができる．これらは，電動化率が低いハイブ
リッド電動推進でも効果が得られるものである．
電池の適用については，100 席以下の航空機で，かつ

90 分以内のフライトにおいて，電池の技術革新を前提と
すれば，主推進力の一部または全部を電動推進で担うこと
ができる可能性があるとされている ( 4 )．これは航続距離
に換算して 1,000 km 弱であるが，それ以上の飛行時間・
航続距離は，電池重量が機体の搭載可能重量を超えるた
め，達成困難である．ハイブリッド化しても，電池重量が
燃費を悪化させる状況は変わらず，単通路機クラスを想定
した場合，電池は主推進力のエネルギー源としては適切で
ない．

2. 2　IHI の航空機電動化コンセプト

これらの先行研究を基に，以下に示す航空機電動化コン
セプトを設定した．
・ 航空機システムの電動化と電動化率の低いハイブ
リッド電動推進を組み合わせる
・ ハイブリッド電動推進としては，アイドルアシスト，
電動ファンタキシング，離陸時アシストを考慮する
・ 補助動力装置 ( APU ) として，従来のタービン式

APU より効率の良い燃料電池 APU の適用を考慮す
る
・ リチウムイオン 2 次電池は，推進用または機体シス
テム電源用のいずれにおいても，1 次エネルギー源と
して適用せず，システム設計上，安全性要求を満足
する目的や，短時間の出力平準化を担う目的でのみ
適用する
・ 電動システムの冷却を基本的に空冷で賄い，空気を
介した熱回収と燃料を介したエンジンとの熱的結合
を考慮した熱・エアマネジメントシステムを適用す
る

IHI の航空機電動化コンセプトを第 1 図に，ハイブ
リッド電動推進のコンセプトを第 2 図に示す．現在，こ
の航空機電動化コンセプトに基づく技術開発とシステムレ
ベルでの実証を目的に，国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構 ( NEDO ) からの委託事業として，
「グリーンイノベーション基金事業／次世代航空機の開発
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プロジェクト」の「電力制御，熱・エアマネジメントシ
ステム及び電動化率向上技術開発／電力制御及び熱・エア
マネジメントシステム技術開発」を実施している．この
事業においては，電動化コンセプトにおけるコアテクノロ
ジー開発（MW 級電動機，および大出力の電動ターボ機
械の開発）とともに，システムレベルでの実証試験を行
う．そして，全 9 段階の技術成熟度レベルのうち，製品
開発直前の段階で必要とされる，技術成熟度レベル 6（シ
ステムレベル実証，TRL6）を達成することを目標に掲げ
て開発を進めている．この研究開発の詳細については，

5 章において示す．
2. 3　期待される効果

2. 2 節にて言及したコンセプトに基づき，IHI では CO2

排出量の予備的評価を行った．燃料消費量評価の前提とし
て，現在使用されている 200 席クラスの単通路機に，
2030 年代の技術レベルを想定したターボファンエンジン
を組み合わせ，電動システムについては 2. 2 節にて説明
したものを適用することを想定した．また，燃料としては
現状のジェット燃料を適用し，APU の燃料としては水素
を搭載することを想定した．このとき，現状の航空機に対

第 1 図　IHI の航空機電動化コンセプト
Fig. 1　Aircraft electrification concept of IHI
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Fig. 2　Hybrid electric propulsion concept of IHI
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して，ハイブリッド電動推進化による効果として 3％，
熱・エアマネジメントシステムを中心とした機体システム
の電動化の効果として 2％，合計 5％程度の CO2 排出削
減が可能との見通しを得ている．
ここで重要なことは，それぞれの機器単体では，これら
の効果は極めて限定的にしか得られないという事実であ
る．電力系統機器は，その単位重量当たりの出力（以下，
出力密度）がこの 20 年ほどで劇的な進歩を遂げているも
のの，航空機搭載を考慮すると相変わらず重い．一つの目
的のために発電から分配電，エネルギー貯蔵，負荷側の
モータドライブに至る一連の電気駆動系統を搭載した場
合，ほぼすべてのユースケースで，電力系統機器の重量増
による燃料消費量の増加が，電力系統機器を搭載し活用す
ることによる燃料消費量の低減効果を食いつぶしてしま
う．しかし，運用中の使用フェーズが異なるさまざまな電
動化手法・機器を組み合わせ，電力供給系統を兼用とする
ことができれば，重量の増加を最小限に抑えることができ
る．航空機電動化では，このシステム統合という難しさに
チャレンジする必要がある．

3.　技術的チャレンジと開発のポイント

3. 1　高耐熱電動機の技術開発

高空での減圧環境にさらされる航空機においては，放電
にかかわる現象により適用可能な電圧に大きな制約を受け
る．特に，電動機の耐部分放電特性がネックとなり，
2030 年代においても，適用電圧はインバータへの供給電
圧（ DC リンク電圧）で ±  540 V 以下にとどまるものと
想定されている．電圧制約があるため，先述した航空機電
動化を支える 1 MW 級の電動機においては，1,000 A を
超える電流が必要となり，これが大きな損失を発生させ
る．さらに，航空機の搭載を目指して高出力密度化を図っ
た結果として，損失密度も大きくなり，電動機の内部は極
めて熱くなる．加えて，エンジンと大出力電動機のシステ
ム統合を図るエンジン内蔵型発電機のコンセプト達成のた
めにも，電動機の高耐熱性が重要となる．エンジン内蔵が
可能な高耐熱電動機の実現には，冷却技術の高度化と高耐
熱材料の適用の両面が必要である．航空用エンジンの開発
で培った高度な冷却技術の電動機への適用と，従来の電動
機巻線に適用されている耐熱温度 180℃を大幅に上回る，
耐熱温度 300℃の絶縁被膜を適用した電動機の開発を進め
ている．

3. 2　ガス軸受適用の超高速モータの技術開発

航空機システムの高効率化を考えた場合に，エネルギー
消費量が大きい与圧・空調・防氷などの圧縮空気を用いる
エアシステムの高効率化と，電力機器の増加による機内熱
負荷の増大に対応した熱マネジメントシステムの高度化・
高効率化が必須となる．熱マネジメントシステムは多くの
場合，副次的なシステムとみなされ，主たる系統の必要な
機能を満たす機器をまず設計し，その後でそれらを冷却す
るという考え方が一般的であった．その結果，後付けの
パッチワークのように冷却器が適用されるケースが多かっ
た．IHI の航空機電動化のコンセプトでは，このような後
掛かりの対応ではなく，まず空冷の限界を拡大して機体内
のすべての機器を空冷に統一する．そのうえで，与圧され
た客室空気の排気にすべての排熱を集め，タービンによる
エネルギー回収を組み合わせて機体内の熱と空気を統合的
に管理する，熱・エアマネジメントシステムのコンセプト
を打ち立てた．この中心にあるのが，電動機の制御や，変
圧整流を行う電力変換器（パワーエレクトロニクス）の
空冷システム，ならびに電動ターボコンプレッサによるエ
ネルギー回収および燃料を使って冷却し，機体の排熱をエ
ンジンに輸送する燃料冷却を組み合わせた燃料排熱連携空
調システムである．いずれも，空気圧縮を用いるシステム
であり，航空機搭載に必要な小型化を達成するため，ガス
軸受を適用した超高速モータがその中核技術となってい
る．ガス軸受は，空気膜によって軸を保持するために原理
的に軸受負荷は低く，減圧環境ではさらに低下する．この
ため，モータの大出力化に際しては，ロータの軽量化が必
須であり，多極化と高速回転化，それによる電気的には超
高速回転化を基本戦略として，IHI が有する，自動車の
ターボチャージャをはじめとする，高度な回転機械技術を
活かして技術開発に取り組んでいる．

3. 3　システムレベルの技術開発

航空機電動化において，期待される効果を十分に享受す
るためには，部品レベル，機器単体レベルの技術開発とと
もに，システムレベルでの適切な設計と，その妥当性確認
が非常に重要である．2. 3 節に示した CO2 削減効果は，
典型的な 1 飛行パターンを想定して算出したものだが，
電動化の効果は地上運用も含む運用パターンに多大な影響
を受け，整備や故障対応を含む運用シナリオによって，最
適なシステム構成は異なることが想定される．また，大電
力の電動化システムはいまだ航空機において適用実績がな
く，安全性確保のための保護系統が新たに必要となり，シ
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ステム重量に対し大きな影響を与える．安全性を確保しつ
つ，追加重量を抑制するため，故障シナリオを考慮した試
験実証を行うことが重要となる．これらに対応した試験設
備の整備も，技術開発における力点の一つである．

4.　NEDO 委託事業におけるこれまでの技術開発と 
　   残された技術課題 

IHI では，これまで三つの NEDO からの委託事業を実
施し，技術開発に取り組んできた．その概要について以下
で述べる．

4. 1　航空機用先進システム実用化プロジェクト／次世 

　　　  代エンジン電動化システム研究開発

2016 ～ 2020 年にかけて実施した本研究開発において，
高耐熱技術を適用した 250 kW のエンジン内蔵型電動機
を開発し，電動機の高耐熱化に必要な冷却構造および
300℃耐熱絶縁被膜について，部品模擬試験と電動機単体
試験によるコンセプト検証が完了した．250 kW エンジン
内蔵型電動機を第 3 図に示す．また，熱・エアマネジメ
ントシステムにおける燃料排熱の熱交換器要素試験，シ
ミュレータによる機体とエンジンの燃料を介した熱的統合
のコンセプト検証，および電力変換器の空冷化についての
要素試験検証が行われた．要素試験に適用されたパワーエ

レクトロニクス空冷化システムを第 4 図に示す．
4. 2　NEDO 先導研究プログラム／エネルギー・環境 

　　　  新技術先導研究プログラム／革新的ハイブリッド 

　　　   飛行システムの研究開発

2018 ～ 2020 年にかけて実施した本研究開発において，
エンジン内蔵型電動機の搭載構造の成立性検討が行われ，
2 MW を上限としてエンジン内蔵型発電機のテールコー
ン内搭載が可能であることを確認した．また，熱・エアマ
ネジメントシステムにおけるエネルギー回収のコンセプト
検証が行われ，シミュレータにより，空冷システムとエネ
ルギー回収および燃料冷却の組み合わせでの，MW 級ハ
イブリッド電動推進を考慮した機体内熱マネジメントの成
立性が確認された．

4. 3　航空機用先進システム実用化プロジェクト／次世 

　　　  代電動推進システム研究開発／電動ハイブリッド 

　　　  システム

2020 年から 2024 年にかけて実施した本研究開発にお
いて，高耐熱技術を適用した MW 級エンジン内蔵型電動
機を開発した．2 MW 出力の発電機を基本設計として，
軸長を半分にする形で 1 MW 出力の試作機を製作し，性
能確認のためのコンポーネント試験とハイブリッド電動推

パワーエレクトロニクス

パワーエレクトロニクス

電動ブロア

新構造ヒートシンク

排   気

吸   気

 ( b )　新設計空冷ヒートシンクの電力用半導体素子温度測定結果

 ( a )　パワーエレクトロニクス空冷技術のイメージ

電力用半導体素子 空気の
流れ 温   度

従来型 新設計

高

低

（ 注 ） ・ 新設計は空気の流れの上流から下流まで温度の均一化
    を達成
 ・ 空気の流れを作る動力は新設計で 30％省エネを達成

第 4 図　パワーエレクトロニクス空冷化システム ( 6 )

Fig.4　Power electronics air cooling system ( 6 )

 ( b )　エンジン内蔵型電動機

 ( a )　エンジン内蔵型電動機の搭載イメージ

高耐熱電動機
「 エンジン内蔵型電動機 」

テールコーン

第 3 図　高耐熱技術を適用した 250 kW エンジン内蔵型電動機 ( 5 )

Fig.3　High heat-resistant 250 kW engine embedded electric machine ( 5 )
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進を想定した電力システムの実運用パターン想定に沿った
運転試験と，その際の電力制御の安定性について試験評価
を実施した．これにより，出力 2 MW までをカバーする
発電機設計の妥当性が確認された．MW 級エンジン内蔵
型電動機を第 5 図に示す．また，熱・エアマネジメント
システムのコンセプト検証として，高度 10,000 m 以上を
飛行する航空機の室内外の気温と圧力を再現した，高空模
擬の空調試験装置を製作し，コンプレッサの駆動動力に対
して，タービンによって 40％以上のエネルギーを回収で
きることが確認された．電動ターボコンプレッサ自体につ
いても，自動車のターボチャージャ技術をベースに，回転
体のさらなる軽量化とガス軸受の高負荷容量化のための開
発を行った．ガス軸受適用では世界最大となる 70 kW 級
電動ターボコンプレッサを試作し，燃料電池空気供給系と
してのシステム試験を実施してその性能を確認した．
70 kW 級電動ターボコンプレッサを第 6 図に示す．さら
に，冷却対象として航空機用電力変換器を想定した空冷シ

ステム試験を行い，酷暑環境においても十分な冷却性能を
持つことを確認した．
これらの三つのプログラムを通じて，IHI の提案するハ
イブリッド電動推進を含む航空機システム電動化のコンセ
プト検証についてはおおむね完了しており，それを支える
要素技術についても試験検証が終わっている．一方で，以
下の技術課題が残っている．
・ 試験設備の制約により，電力システム，および発電
機単体のいずれにおいても 1 MW フルスケール実証
が未実施
・ 試験設備の制約により，熱・エアマネジメントシス
テムのフルスケール実証が未実施
・ さまざまな改善施策を積み上げた電動化システムに
ついて，統合システム実証試験が未実施
・ システムおよびコンポーネントでの耐環境性・耐久
性の実証が未完了

これらの技術課題をクリアし，実機搭載につなげるた
め，グリーンイノベーション基金事業（以下，GI 基金事
業）として，次の事業立ち上げが行われた．

5.　GI 基金事業における電動化技術開発

5. 1　GI 基金事業の概要と電動化技術開発

経済産業省は，2050 年カーボンニュートラル目標に向
けて，令和 2 年度第 3 次補正予算において 2 兆円の「グ
リーンイノベーション基金」を NEDO に造成した．本基
金では，「経済と環境の好循環」を作っていく産業政策で
あるグリーン成長戦略において実行計画を策定している重
点分野のうち，特に政策効果が大きく，社会実装までを見
据えて長期間の取組みが必要な領域にて，具体的な目標と
その達成に向けた取組みへのコミットメントを示す企業な
どを対象として，10 年間，研究開発・実証から社会実装
までを継続して支援している．この中の 1 項目として，
2024 年 4 月から「グリーンイノベーション基金事業／次
世代航空機の開発／電力制御，熱・エアマネジメントシス
テム及び電動化率向上技術開発／電力制御及び熱・エアマ
ネジメントシステム技術開発」が開始された．IHI はその
主契約者として委託を受け，研究開発を進めている．本研
究開発における開発項目を第 7 図に示し，その内容につ
いて以下に述べる．

GI 基金事業においては，キーコンポーネントレベルの
技術開発と，システムレベルでの技術実証の両方が実施さ
れる．キーコンポーネントレベルの技術開発としては，ハ

第 6 図　70 kW 級電動ターボコンプレッサ ( 8 )

Fig.6　70 kW class electric turbo compressor ( 8 )

第 5 図　MW 級エンジン内蔵型電動機 ( 7 )

Fig. 5　MW class engine embedded electric machine ( 7 )
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イブリッド電動推進に適用可能な MW 級発電機，ならび
に熱・エアマネジメントシステムおよび燃料電池用空気供
給システムに適用可能な大出力電動ターボ機械が主たる開
発ターゲットとして選定され，それらの性能検証だけでな
く，耐環境性・耐久性の試験確認を実施する予定である．
また，これらを用いた電力制御システムおよび熱・エアマ
ネジメントシステムについて，それぞれのシステムでのフ
ルスケールシステム実証を行い，最終的にそれらを組み合
わせたシステム実証を 2030 年度までに実施する計画とし
ている．
また，GI 基金事業においては，技術開発だけでなく，
それを支える設備整備についてもご支援を頂く予定となっ
ている．試験設備の導入に当たっては，経済産業省主導で
将来航空機産業戦略と連動したインフラ導入の在り方を議
論しており，この議論と歩調を合わせる形で，フルスケー
ル実証インフラの導入を計画している．設置場所の候補地
としては，国立大学法人秋田大学と公立大学法人秋田県立
大学が共同で運営する電動化システム共同研究センターが
挙げられており，両大学とも連携して検討を進めている．
第 8 図に電動化システム共同研究センターの新世代モー
タ特性評価ラボを示す．

GI 基金事業における，もう一つの大きな柱が標準化で
ある．これまでの日本の航空機およびそのシステム開発に
おいては，標準化の推進が十分でなかったとの反省に立

ち，新技術の社会実装と日本の航空機産業の競争力強化の
ため，標準化を推進することが事業計画に盛り込まれてい
る．標準化活動については，経済産業省および国土交通省
航空局が共催する新技術官民協議会において，国際標準化
戦略立案と国内協議団体設立の準備が進められており，こ
の活動と歩調を合わせる形で標準化活動を推進する．
これらの活動により，電力制御システムおよび熱・エア
マネジメントシステムとしての TRL6 達成を目指してお
り，各国で公表されている技術開発ロードマップと歩を同
じくして開発を進めることで，次世代機への技術導入につ
なげていくことを企図している．

5. 2　期待される将来像

ここまで述べてきた，IHI が目指す航空機電動化システ
ムの姿は，現在の航空機の形態を大きく変えない漸近的な
改善のみを示している．しかし，これは将来の航空機の形
態を示すものではないことに注意が必要である．電動化技
術は機体形態を選ばずに適用可能なものであり，漸近的な
改善から，水素電動推進のような革新航空機に至るまで，
幅広く適応可能な技術である．あらゆる形態の航空機に
とって，電動化はそれを下支えする重要な技術であり，将
来の航空機にとって欠かせない基盤技術となることが予想
されている．IHI としては，日本の技術を適用した電動化
システムが，世界の空を飛ぶ航空機に広く適用・搭載さ
れ，それらが CO2 排出量を確かに減らしていると認めら

第 7 図　「グリーンイノベーション基金事業／次世代航空機の開発／電力制御，熱・エアマネジメントシステム及び電動化率向上技術開発／ 
　　　　 電力制御及び熱・エアマネジメントシステム技術開発」における開発項目 ( 9 )  

Fig. 7　Technology development items in GI fund project “Development of Power Control and Thermal and Air Management System Technology” ( 9 )
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れる日が来るよう，その実現に向けて研究開発を進めてい
く．

6.　結　　　　論

2050 年までの航空輸送の脱炭素化を達成するためには，
燃料消費量削減のためのあらゆる選択肢を追及する必要が
ある．電動化は，その有力な手段の一つであり，IHI の提
案する燃料電池補助電源を含むハイブリッド電動推進と
熱・エアマネジメントシステムの組み合わせによって，
5％の燃費改善効果があることが解析的に確認されている．
この構成技術要素については，IHI の持つ強みである高耐
熱電動機技術と，ガス軸受適用の超高速モータ技術が適用
されており，試験による性能評価が完了している．IHI で
は，NEDO の GI 基金事業を通じ，上記システムの構成
要素の技術開発とシステムレベルでの技術実証を進めてい
る．システムレベルでの TRL6 達成を目指して技術開発
に着手しており，2030 年代に運用開始となると予測され
ている次世代単通路機に向け，社会実装を進めていくもの
である．
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